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業務の名称  大通バスセンター自家用電気工作物保安管理業務 

 

業 務 説 明 

１ 業務の概要 

 本業務は、大通バスセンターにおいて電気工作物の工事、維持及び運用に関する保安の確

保と監督を行う業務である。 

業務実施にあたっては、電気主任技術者を配置して行う業務である。 

２ 履行場所・施設概要 

・大通バスセンター 札幌市中央区南１条東１丁目及び東２丁目 

事業場 
設備容量 

(kVA) 
稼働期間 

地下２階 

電気室 
1000 通年 

地下１階 

ロードヒーティング電気室（ＲＨ電気室） 
150 冬季 11 月～3 月 

地下２階 

自家発電機室 
250 通年 

合 計 3 箇所 

  ・機器詳細については、自家用電気工作物設備一覧および別紙参照 

・竣工     昭和50年 6月 

・主な改修   平成24年 3月 地下２階電気室受変電設備更新 

        平成24年11月 地下１階ＲＨ電気室受変電設備更新 

・用途     バスターミナル、事務所等 

  ・床面積    10,878.42㎡ 

  ・施設開放時間 5時50分～23時20分 

３ 業務の履行期間 

  令和6年4月1日から令和7年3月31日まで 

 ４ 業務の仕様： 

「建築保全業務共通仕様書(監修：国土交通省大臣官房官庁営繕部監修、発行：(一財)建築保

全センター 令和 5年版)」によるものとする。 

 



1 業務内容 

(1) 電気事業法第 39 条の自家用電気工作物の維持や保安管理 

(2) 自家用電気工作物等の巡視、点検、測定及び各種試験や操作対応等 

(3) 自家用電気工作物の設置又は変更について、所管官庁に対し、申請書又は届出を必要とする

場合の手続き、書類や図面等の作成 

(4) 保安上必要な検査業務 

(5) 事故発生等の緊急対応 

(6) 業務に関する社内訓練、教育、技術指導 

 

2 電気主任技術者の選任に必要な資格経験等 

(1) 業務の実施に先立ち、下記ア、イの条件を満たす者を電気主任技術者として選任すること。 

ア  選任の形態 

電気事業法に即した適切な体制を整えることにより、所管官庁において認められる形

態とすること。 

イ  資格および実務経験 

  第１種電気主任技術者免状、第２種電気主任技術者免状又は第３種電気主任技術者免

状のいずれかの交付を受けている者であり、１年以上の自家用電気工作物の保守管理業

務の経験を有すること。 

(2) 上記(1)において選任する電気主任技術者について、次の書類を提出すること。 

・主任技術者選定通知書（氏名、生年月日、主任技術者免状の種類及び番号記載） 

・主任技術者免状(写) 

・受託者との雇用関係を証明する書類 

・電気主任技術者選任に係る所管官庁提出書類 

(3) 主任技術者が病気その他やむを得ない事情により不在となる場合に、その業務の代行を行う者

(代務者)をあらかじめ指名しておくこと。 

(4) 契約期間内に電気主任技術者に変更があった場合は、すみやかに委託者に報告するとともに、

所管官庁へ必要な書類を提出すること。 

 

3 遵守事項（主任技術者制度の解釈及び運用より） 

(1) 設置者は、自家用電気工作物の工事、維持及び運営の保安を確保するにあたり、電気主任技

術者として選任する者の意見を尊重すること。 

(2) 自家用電気工作物の工事、維持及び運用に従事する者は、電気主任技術者として選任する者

が、その保安のためにする指示に従うこと。 

(3) 電気主任技術者として選任する者は、自家用電気工作物の工事、維持及び運用に関する保安

管理業務の監督の職務を誠実に行うこと。 

 

4 巡視、点検、測定、事故対応 

別紙による自家用電気工作物設備一覧及び図面に記載する自家用電気工作物について、委託

者が定める保安規定に従い、巡視、点検、測定を行うこと。 

実施時間については、次のとおりとする。 



9 時 00 分～17 時 00 分 

ただし、バスターミナルの営業の支障になるもの及び定期点検（年次点検）については、次

のとおりとする。 

24 時 00 分～翌 5時 00 分 

なお、点検及び高圧機器操作時は、２人以上で作業すること。 

(1) 巡視、点検、測定 

委託者が定める保安規定に従い、巡視、点検、測定を行うこと。 

非常用予備発電装置については、12 条点検、消防法の点検、実負荷試験（年１回）、オイル

交換（年１回）、主要部の分解整備（C 点検）を行うこと。ただし、受託者は、委託者の合意

を得た上で、専門業者に再委託をすることができる。 

また、定期点検に併せ、機器及び各電気室内の清掃を行うこと。 

(2) 臨時点検 

異常の発生又は発生する恐れのある場合は、必要に応じて、その原因調査のために臨時点検

を行うこと。また、その他定例外工事の立会い及び試験等は要請により協力すること。 

(3) 事故対応 

当該施設の受変電設備に事故が発生した場合には、次の対応を行うこと。 

・拡大防止のため必要な応急処置を行う。 

・原因調査を行う。 

・再発防止のためにとるべき処置を行う。 

(4) 所管官庁等の検査立会い 

所管官庁の電気設備検査がある場合には、立会いを行うこと。 

(5) 所管官庁手続き 

法令に定める所管官庁への手続き、申請、届出書類作成を行うこと。 

(6) 機器補修等 

簡易な配電盤等の故障（ランプ、その他消耗品の交換等）は、補修すること。 

 

5 負担範囲 

(1) 業務実施に伴い必要な受託者の負担範囲は、次のとおりとする。 

・点検に必要な工具、測定機器 

特に、高電圧測定機器は、業務に支障のないよう点検、整備をしておくこと。 

※上記の具体例 

絶縁抵抗計、電流計、電圧計、回転計、低圧検電器、 

継電器試験装置、絶縁耐力試験装置、接地抵抗計、 

及びその他委託者の判断によるもの。 

 

・緊急時に必要な工具 

故障発生時に迅速な対応を可能とする必要最低限の工具を点検、整備しておくこと。 

※上記の具体例 

高圧検電器、断路器操作用フック棒、高圧絶縁手袋及びその他委託者の 

判断によるもの。 

 

・文具等の事務消耗品、報告書の用紙、記録ファイル 



・保守に必要な軽微な部材、消耗部品等 

※上記の具体例 

被服、軍手類、安全靴、保安帽、ボルト、ナット、ビス、パッキン、乾電池、 

ドリルのキリ先、紙ヤスリ、ハンダ、カッター、ランプ、ヒューズ、ペースト、 

ウエス、スリーブ、圧着端子類及びその他委託者の判断によるもの。 

 (2) 業務実施に伴い必要な委託者の負担範囲は、次のとおりとする。 

・業務の実施に必要な電気、水道等の使用にかかる経費 

・業務の実施に伴い発生した廃棄物の処理費用 

受託者が用意した部品、資材等を除く 

・その他、上記(1)で示されているもの以外の補修、交換に必要な部品は、原則として、

委託者が支給するものとする。 

 

6 業務責任者 

業務の実施に先立ち業務責任者を選任し、次の事項について書面をもって提出すること。 

なお、業務責任者に変更があった場合も同様とする。 

・業務責任者選定通知書（氏名、生年月日記載） 

・資格書(写) 

・受託者との雇用関係を証明する書類 

 

7 業務員 

業務の実施に先立ち業務員に関する次の事項について、書面をもって提出すること。 

なお、業務員に変更があった場合も同様とする。 

・業務員一覧（氏名、生年月日、資格記載） 

・受託者との雇用関係を証明する書類 

 

8 連絡、報告及び作業工程の調整 

(1) 連絡体制  

委託者及び受託者は、連絡体制系統図を作成し、それに基づいて連絡すること。 

(2) 連絡責任者 

委託者は、電気工作物の工事、維持及び運用に関する保安のための必要事項を、受託者に

連絡するために連絡責任者を選任すること。 

(3) 作業工程の調整 

受託者は、電気工作物の工事、維持及び運用に関する保安を確保するために、関係個所と

作業工程を調整すること。 

 

9 提出書類 

(1) 着手時提出書類 

ア 業務計画書（Ａ-４版１部提出） 

・主任技術者選定に関わる書類 

・業務責任者選定に関わる書類 

・業務員選定に関わる書類 



・連絡体制 

・安全衛生管理体制表 

・年間作業計画表 

(2) その他の提出書類（各１部提出） 

ア 自家用電気工作物点検報告書 

・日常点検報告書     ：月１回、翌月３日以内に提出 

・定期点検・測定報告書  ：年１回、翌月３日以内に提出 

イ その他作業報告書    ：その都度提出 

ウ 事故報告書       ：その都度提出 

エ 業務完了届       ：各月業務完了後、３日以内に提出 

オ 消防への報告書     ：必要部数をその都度提出 

 

10 業務の検査 

(1) 受託者は、各月の期間ごとの業務を完了したときは、その旨書面をもって委託者に通知し、

委託者の検査を受けて合格しなければならない。 

(2) 受託者は、上記(1)に定める検査に合格しないときは、委託者の指示する期間内にこれを補

正しなければならない。この場合の補正の完了の通知および検査については、上記(1)の定

めを準用する。 

 

11 貸与資料等 

業務の実施に先立ち、次の関係資料を貸与する。なお、業務期間終了後はすみやかに返却す

ること。 

(1) 諸官庁提出書類控え 

・官公署関係届出書   ・許認可書類 

(2) 設備関連 

・設備機器台帳   ・備品、予備品一覧表 

(3) 図面類 

・竣工図        ・各種施工図      ・機器完成図 

・試験成績書      ・取扱説明書 

(4) 管理資料 

・自家用電気工作物保安規程 

 

12 その他 

(1) 仕様書について不明な点は、契約前に文書により確認のうえ、遺漏のないように注意する

こと。 

(2) 業務の実施にあたり知り得た情報を他人に漏らさないこと。 

(3) 受託者の過失によって、機器等を破損した場合は、受託者の負担にて復元すること。 

(4) 受託者は業務作業員に対し名札の着用を義務付け、作業にあった服装を整えること。 

(5) 当該施設は、バスターミナルであり、バスの運行やバスの乗客及び施設利用者の支障にな

らないよう、十分な注意を払い業務を行うこと。 

(6) 業務の実施に当たっては、環境負荷の低減に努めること。また業務の対象区域においては

整理整頓に努めること。 

(7) 委託者が、エネルギーの使用の合理化に関する法律に基づき設定した大通バスセンタービ



ル管理標準に従い、適切なエネルギー管理に努めること。 

(8) 支払方法については、年 12 回、毎月の均等払いとする。支払時期については、毎月提出さ

れる点検報告書の検査終了後とする。 

(9) その他、契約書及び仕様書に定めのないこと、又は業務履行中に疑義が生じた場合は、委

託者と協議すること。 
 
13 個人情報の取り扱いについて 

  個人情報の取り扱いについては、別添特記事項によるものとする。 

  なお、事故報告書など、業務関係者以外の第三者の個人名・住所・連絡先が記載された書類を

提出する場合が特記事項による個人情報の取り扱いに該当するため、そのような事象が発生した

場合は、特記事項に従って対応すること 

以上 



 

【別記】 

個人情報の取扱いに関する特記事項 

（工事・当初から個人情報の取扱いを委託しない設計等・道路維持除雪用） 

 

 （個人情報の保護に関する法令等の遵守） 

第１条 受託者は、本業務を履行するに当たって個人情報を取扱うこととなった場合は、「個

人情報の保護に関する法律」（平成１５年法律第５７号。以下「個人情報保護法」という。）、

個人情報保護委員会が定める「個人情報の保護に関する法律についての事務対応ガイド

（行政機関等向け）」（以下「事務対応ガイド」という。）、「札幌市情報セキュリティポリシ

ー」等に基づき、この個人情報の取扱いに関する特記事項（以下「特記事項」という。）を

遵守しなければならない。 

 

 （管理体制の整備） 

第２条 受託者は、個人情報（個人情報保護法第２条第１項に規定する個人情報をいう。以

下同じ。）の安全管理について、内部における管理体制を構築し、その体制を維持しなけれ

ばならない。 

 

 （管理責任者及び従業者） 

第３条 受託者は、個人情報の取扱いに係る保護管理者及び従業者を定め、書面（当該書面

に記載すべき事項を記録した電磁的記録を含む。以下同じ。）により委託者に報告しなけれ

ばならない。 

２ 受託者は、個人情報の取扱いに係る保護管理者及び従業者を変更する場合の手続を定め

なければならない。 

３ 受託者は、保護管理者を変更する場合は、事前に書面により委託者に申請し、その承認

を得なければならない。 

４ 受託者は、従業者を変更する場合は、事前に書面により委託者に報告しなければならな

い。 

５ 保護管理者は、特記事項に定める事項を適切に実施するよう従業者を監督しなければな

らない。 

６ 従業者は、保護管理者の指示に従い、特記事項に定める事項を遵守しなければならない。 

 

 （取扱区域の特定） 

第４条 受託者は、個人情報を取り扱う場所（以下「取扱区域」という。）を定め、書面によ

り委託者に報告しなければならない。 

２ 受託者は、取扱区域を変更する場合は、事前に書面により委託者に申請し、その承認を

得なければならない。 

３ 受託者は、委託者が指定した場所へ持ち出す場合を除き、個人情報を定められた場所か

ら持ち出してはならない。 

 

 

 

 

 



 

 （守秘義務） 

第５条 受託者は、業務の履行に伴い直接又は間接に知り得た個人情報を第三者に漏らして

はならない。 

２ 受託者は、その使用する者がこの契約に係る事務を処理するに当たって知り得た個人情

報を他に漏らさないようにしなければならない。 

３ 前２項の規定は、この契約が終了し、又は解除された後においても、また同様とする。 

 

（再委託） 

第６条 受託者が、業務のうち、個人情報の取扱いに係る再委託をする場合には、あらかじ

め委託者に書面により申請し、委託者から承諾を得なければならない。 

２ 受託者は、前項の申請をする場合には、委託者に対して次の事項を明確に記載した書面

を提出しなければならない。 

 (1) 再委託先の名称 

 (2) 再委託する理由 

 (3) 再委託して処理する内容 

 (4) 再委託先において取り扱う情報 

 (5) 再委託先における安全性及び信頼性を確保する対策 

 (6) 再委託先に対する管理及び監督の方法 

３ 委託者が第１項の規定による申請に承諾した場合には、受託者は、再委託先に対して本

契約に基づく一切の義務を遵守させるとともに、委託者に対して再委託先の全ての行為及

びその結果について責任を負うものとする。 

４ 委託者が第１項及び第２項の規定により、受託者に対して個人情報の取扱いに係る再委

託を承諾した場合には、受託者は、再委託先との契約において、再委託先に対する管理及

び監督の手続及び方法について具体的に規定しなければならない。 

５ 前項に規定する場合において、受託者は、再委託先の履行状況を管理・監督するととも

に、委託者の求めに応じて、その管理・監督の状況を適宜報告しなければならない。 

 

  （派遣労働者等の利用時の措置） 

第７条 受託者は、業務を派遣労働者、契約社員その他の正社員以外の労働者に行わせる場

合は、正社員以外の労働者に本契約に基づく一切の義務を遵守させなければならない。 

２ 受託者は、委託者に対して、正社員以外の労働者の全ての行為及びその結果について責

任を負うものとする。 

 

 （個人情報の管理） 

第８条 受託者は、業務において利用する個人情報を保持している間は、事務対応ガイドに

定める各種の安全管理措置を遵守するとともに、次の各号の定めるところにより、当該個

人情報の管理を行わなければならない。 

 (1) 個人情報を取り扱う事務、個人情報の範囲及び同事務に従事する従業者を明確化する

こと。 

 (2) 組織体制の整備、取扱状況を確認する手段の整備、情報漏えい等事案に対応する体制

の整備、取扱状況の把握及び安全管理措置の見直しを行うこと。 

 (3) 従業者の監督を行うこと。 



 

 (4) 個人情報を取り扱う区域の管理、機器及び電子媒体等の盗難等の防止、電子媒体等の

取扱いにおける漏えい等の防止、個人情報の削除並びに機器及び電子媒体等の廃棄を行

うこと。 

 (5) アクセス制御、アクセス者の識別と認証、外部からの不正アクセス等の防止及び情報

漏えい等の防止を行うこと。 

 

 （提供された個人情報の目的外利用及び第三者への提供の禁止） 

第９条 受託者は、業務において利用する個人情報について、業務以外の目的で利用し、又

は第三者へ提供してはならない。 

 

 （受渡し） 

第１０条 受託者は、委託者と受託者との間の個人情報を含む書類等の受渡しを行う場合に

は、委託者が指定する方法による受渡し確認を行うものとする。 

 

 （個人情報の返還、消去又は廃棄） 

第１１条 受託者は、業務の終了時に、業務において利用する個人情報について、委託者の

指定した方法により、返還、消去又は廃棄しなければならない。 

２ 受託者は、業務において利用する個人情報を消去又は廃棄する場合は、事前に消去又は

廃棄すべき個人情報の項目、媒体名、数量、消去又は廃棄の方法及び処理予定日を書面に

より委託者に申請し、その承諾を得なければならない。 

３ 受託者は、個人情報の消去又は廃棄に際し委託者から立会いを求められた場合は、これ

に応じなければならない。 

４ 受託者は、前３項の規定により個人情報を廃棄する場合には、当該個人情報が記録され

た電磁的記録媒体の物理的な破壊その他当該個人情報を判読不可能とするのに必要な措

置を講じなければならない。 

５ 受託者は、個人情報を消去し、又は廃棄した場合には、委託者に対してその日時、担当

者名及び消去又は廃棄の内容を記録した書面で報告しなければならない。 

 

 （定期報告及び緊急時報告） 

第１２条 受託者は、委託者から、個人情報の取扱いの状況について報告を求められた場合

は、直ちに報告しなければならない。 

２ 受託者は、個人情報の取扱状況に関する定期報告及び緊急時報告の手順を定めなければ

ならない。 

 

 （監査及び調査） 

第１３条 委託者は、業務に係る個人情報の取扱いについて、本契約の規定に基づき必要な

措置が講じられているかどうか検証及び確認するため、受託者及び再委託者に対して、実

地の監査又は調査を行うことができる。 

２ 委託者は、前項の目的を達するため、受託者に対して必要な情報を求め、又は業務の処

理に関して必要な指示をすることができる。 

 

 （事故時の対応） 

第１４条 受託者は、業務に関し個人情報の漏えい等の事故（個人情報保護法違反又はその

おそれのある事案を含む。）が発生した場合は、その事故の発生に係る帰責の有無にかかわ



 

らず、直ちに委託者に対して、当該事故に関わる個人情報の内容、件数、事故の発生場所、

発生状況等を書面により報告し、委託者の指示に従わなければならない。 

２ 受託者は、個人情報の漏えい等の事故が発生した場合に備え、委託者その他の関係者と

の連絡、証拠保全、被害拡大の防止、復旧、再発防止の措置を迅速かつ適切に実施するた

めに、緊急時対応計画を定めなければならない。 

３ 委託者は、業務に関し個人情報の漏えい等の事故が発生した場合は、必要に応じて当該

事故に関する情報を公表することができる。 

 

 

 （契約解除） 

第１５条 委託者は、受託者が特記事項に定める業務を履行しない場合は、特記事項に関連

する業務の全部又は一部を解除することができる。 

２ 受託者は、前項の規定による契約の解除により損害を受けた場合においても、委託者に

対して、その損害の賠償を請求することはできないものとする。 

 

 （損害賠償） 

第１６条 受託者の責めに帰すべき事由により、特記事項に定める義務を履行しないことに

よって委託者に対する損害を発生させた場合は、受託者は、委託者に対して、その損害を

賠償しなければならない。 



 

【様式１-１】 

個人情報の取扱いに係る安全管理措置実施申出書 

（工事・当初から個人情報の取扱いを委託しない設計等・道路維持除雪用） 

令和  年  月  日   

（会社名等）                  

（代表者氏名）                  

工事等名称：                                    

 

個人情報取扱事務について下記のとおり安全管理措置を実施することを申し出ます。 

 

記 

 

１ 個人情報の取扱いに関する基本方針、規程及び取扱手順の策定 

  貴社の策定した個人情報の取扱いに関する基本方針、規程及び取扱手順等をご記入くだ

さい。併せて、当該規程をご提出ください。 

  基本方針、規程及び取扱手順等を策定していない場合は、下記の記載欄に「契約書の特

記事項を遵守する」旨の宣誓をしてください。下記に当てはまるものの□欄にチェックを

してください。 

  □ 個人情報の取扱いに関する基本方針等を提出 

  □ 契約書の特記事項を遵守することを宣誓します 

２ 個人情報の取扱いに関する総括保護管理者及び保護管理者の設置 

  個人情報の取扱いに関する総括保護管理者及び保護管理者を記入してください。上記１

により提出した基本方針等に記載がある場合は不要です。なお、付箋等で該当箇所をご教

示願います。 

 （総括保護管理者）            

 （保護管理者）              

  □基本方針等に記載がある（該当する場合は□欄にチェック） 

３ 従業者の指定及び監督 

 (1) 当該案件に従事する従業者を記載してください。※該当する□欄にチェック 

  □ 従事者名簿 

所 属 役 職 氏 名 秘密保持誓約 

   □誓約書を徴した 

   □誓約書を徴した 

   □誓約書を徴した 

   □誓約書を徴した 

 ※上記名簿が足りない場合は、同様の様式で別途作成し提出してください。 

 ※下記３(2)において個人情報秘密保持誓約した場合は、秘密保持誓約欄の□欄にチェックしてください。 

 



 

(2) 従業者の秘密保持に関する事項が明記されている書類をご提出ください。該当する書

類がない場合は、本案件に該当する各従業者から、当該案件において知り得た個人情報

についてその秘密を保持する旨の誓約書を徴し、上記３(1)従事者名簿に徴したことを

記載してください。下記に当てはまるものの□欄にチェックをしてください。 

  □ 秘密保持に関する事項が明記されている書類を提出 

  □ 従事者名簿にて誓約書を徴したことを記載 

４ 管理区域の設定及び安全管理措置の実施 

  設定した管理区域の名称（事務所名等）についてご記入ください。また、当該区域の施

錠装置の有無について、当てはまるものの□欄にチェックをしてください。施錠装置が無

い場合は、代替となる安全管理措置についてその他欄にご記入ください。 

 ・管理区域の名称                              

   施錠装置  □ 有り  □ 無し 

その他（                            ） 

５ セキュリティ強化のための管理策 

  文書・電子媒体等について、その管理策で当てはまるものの□欄にチェックをしてくだ

さい。その他の策を実施している場合は、具体的な策をご記入ください。 

  □ 取り扱うことができる従業者を定めている。 

  □ セキュリティ対策ソフトウェア等を導入している。 

  □ 施錠できる耐火金庫等に保管している。 

  □ 電子データを保存する時は、暗号化又はパスワードを設定している。 

  □ その他 

   ※具体的な策を以下にご記入ください。 

                                        

６ 事件・事故における報告連絡体制 

  当該業務に関して、個人情報の漏洩、滅失又は毀損等の事件や事故が発生した場合の本

市への連絡を行う責任者の氏名を記入してください。連絡責任者は、総括保護管理者又は

保護管理者と同一の者でも構いません。 

 （連絡責任者）            

７ 情報資産を持ち運ぶ際の保護体制 

  情報資産を持ち運ぶ際の保護体制についてご記入ください。貴社の保護体制が各項目の

内容に合致している場合は、□欄にチェックをしてください。なお、その他の対策を実施

している場合は、対策をご記入ください。 

  □ 情報資産を持ち運ぶ場合は、施錠した搬送容器等を使用している。 

  □ 複数人で持ち運ぶこととしている。 

  □ その他の盗難及び紛失対策を実施している。 

   ※対策を以下にご記入ください。 

 

                                        



 

【様式５】 

個人情報取扱状況報告書 

（工事・当初から個人情報の取扱いを委託しない設計等・道路維持除雪用） 

 

年  月  日   

  札幌市長        様 

                     住 所 

                     会社名 

                     代表者名              

 

個人情報の取扱いに関する特記事項に基づき実施している安全管理対策の実施状況につ

いて下記のとおり報告いたします。 

 

記 

受託業務名  

受託期間  

対象期間  

安全管理対策の実施状況 

１ 当該業務において、標記特記事項に従い、安全管理対策を適切に実施しています。

また、個人情報の取扱いに係る安全管理措置実施申出書（工事・当初から個人情報の

取扱いを委託しない設計等・道路維持除雪用）の提出時点からの変更有無等について、

以下のとおり報告いたします。 

(1) 従業者の指定等（変更なし・変更あり） 

   

(2) 管理区域の設定及び安全管理措置の実施（変更なし・変更あり） 

   

(3) セキュリティ強化のための管理策（変更なし・変更あり） 

   

(4) 事件・事故における報告連絡体制（変更なし・変更あり） 

  〇（発生した場合）事件・事故の状況： 

   

(5) 情報資産を持ち運ぶ際の保護体制（変更なし・変更あり） 

  〇（実績ある場合）概要： 

 

(6) その他個人情報の取扱いに係る安全管理措置実施申出書からの変更（なし・あり） 

   

２ その他特記事項等 

 

 

 



１００／５Ａ

ＣＴｘ２

４０ＶＡ

３ＰＩＴ
７．２ｋＶ　６００Ａ
ＤＳ　８９Ｒ１

７．２ｋＶ　６００Ａ
１５０ＭＶＡ

ＶＣＢ
５２Ｒ１

１００／５Ａ
ＣＴｘ２

９ｋＶ

ＡＳ

ＶＳ

４０ＶＡ

６６００Ｖ／１１０Ｖ

ＶＴｘ２

ＥＦ

ＤＥ

ＳＶ

３００／５Ａ

ＣＴｘ２

Ｖ
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ＡＳ

ＶＳ

４０ＶＡ

ＴＴＥＦ

４０／５Ａ

ＣＴｘ２

Ｍ

２０／５Ａ

ＣＴｘ２

ＭＭＭ

４４０Ｖ／１１０Ｖ

Ｖ

Ａ

中央ＳＳ（Ｆ２２０）
北電ＰＬ

責任分界点

１００ＶＡ

７．２ｋＶ　６００Ａ
１５０ＭＶＡ

ＶＣＢ
５２Ｒ２

７．２ｋＶ　４００Ａ
１５０ＭＶＡ

ＶＣＢ
５２－Ｇ

３ＰＩＴ

４．２ＫＶ　６００Ａ
ＤＳ

７．２ｋＶ　４０ｋＡ

ＶＣＳ

ＰＦ
５２Ｆ１

４０／５Ａ

ＣＴｘ２

７．２ｋＶ　５００ｋＶＡ

ＶＣＳ

ＰＦ
５２Ｆ２

６．６ｋＶ／４２０－２４２Ｖ　４線式
３φ３００ｋＶＡ

６００ＡＦ
ＮＦＭ１

４Ｐ６００Ａ

６００ＡＦ
ＮＦＭ２

４Ｐ６００Ａ
６００ＡＦ
ＮＦＭ３

４Ｐ６００Ａ

ＶＴｘ３
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ＭＳ

ＣＴｘ２
ＣＴｘ２

1 2 3 4 5 6 7 8 9 21 22 24 25 32 33 34 35 36 37 38 39 4028 29 30 31 41 42 43 44 45 46 47 48

ＶＣＳ
６．６ｋＶ　２００Ａ

インターロック インターロック

６．６ｋＶ／２１０－１０５Ｖ
ＴＲ－３　モールド

１φ１００ｋＶＡ
（トップランナー）

６００ＡＦ　５００Ａ
ＮＦＭ４

３Ｐ
６００ＡＦ　５００Ａ
ＮＦＭ５

３Ｐ
６００ＡＦ　５００Ａ
ＮＦＭ６

３Ｐ

6.2kVA 15.7kVA 25kVA 7kVA 168kVA 15kVA 37.5kVA 30kW 1kVA 1kVA 2kVA 10kVA 1kVA 2kVA 2kVA 4kVA 3kVA 20kVA 20kVA 15kVA 1kVA 30kVA

MCCB MCCB MCCB MCCB MCCB MCCB MCCB MCCB ＭＣＣＢ

MCCB

MCCB MCCB MCCB MCCB MCCB MCCB MCCB MCCB MCCB MCCB MCCB MCCB MCCB MCCB MCCB MCCB

７．２ｋＶ　６００Ａ
１５０ＭＶＡ

ＶＣＢ
５２ＧＨ

ＺＣＴ

５１Ｎ

変圧器並列運転無し

Ｇ

３ＰＩＴ
７．２ｋＶ　６００Ａ

※北電支給品

ＡＳ
３００Ａ

１０６７番

ＡＳ
３００Ａ

１０６８番

ＡＳ
３００Ａ

１０７２番

６．６ｋＶ　ＣＶＴ６０ｓｑ　－　１本（北電工事）

すすきのＳＳ（Ｆ３５４）

予備電力常用電力

非常用予備発電装置

２５０ｋＶＡ

６．６ｋＶπ施設

ＺＣＴ

Ｎｏ．１高圧中継盤

ＬＢＳ

７．２ｋＶ　５０Ａ

４０ｋＡ

３ＰＩＴ

ＬＢＳ

７．２ｋＶ　５０Ａ

４０ｋＡ

３ＰＩＴ
６．６ｋＶ　２００Ａ

６．６ｋＶ　ＣＶ－ＳＺＶ２２ｓｑ　ｘ　３Ｃ　－　１本（既設）

ＴＲ－１　モールド

（トップランナー）

６．６ｋＶ／４２０－２４２Ｖ　４線式
３φ３００ｋＶＡ

ＴＲ－２　モールド

（トップランナー）

大通バスセンター

電気室

ＳＣ

１６０ｋｖａｒ

６％

ＳＲ　９．５７ｋｖａｒ

ガス封入

圧力スイッチ付き

放電抵抗内臓

モールド

51G

I >
51G

I >

（ＬＣ－１）

（ＬＣ－２）

トリップ無し

（ＤＣ）

（ＬＣ－３） （ＬＣ－４）

中継端子盤

MCCB MCCB MCCB

4P
100AF
30AT

3P
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30AT
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100AF
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4P
100AF
30AT

3P
400AF
300AT

4P
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100AF
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3P 3P
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3P
225AF
225AT

23

7.5kVA

3P
100AF
50AT

５
．

５
ｓ

ｑ
ｘ
３

Ｃ

25 25

3P
225AF
125AT

27

3P
100AF
30AT

６．６ｋＶ／２１０－１０５Ｖ
ＴＲ－４　モールド

１φ１００ｋＶＡ

（ＢＴ）

（ＩＮＶ）

ＩＮＶ

10

MCCB

3P
400AF
300AT

11

75kW

12

75kW

MCCB

3P
400AF
300AT

MCCB

3P
400AF
300AT

13

MCCB

3P
100AF
50AT

MCCB

3P
100AF
30AT

14

記号 名　　　　称

常用引込盤

常用受電盤

予備引込盤

予備受電盤

Ｎｏ.１動力変圧器一次盤／Ｎｏ.２動力変圧器一次盤

コンデンサ盤

Ｎｏ．１電灯変圧器盤（１００ｋＶＡ）

Ｎｏ．２電灯変圧器盤（１００ｋＶＡ）

Ｎｏ．１動力変圧器盤（３００ｋＶＡ）

Ｎｏ．２動力変圧器盤（３００ｋＶＡ）

無停電装置

Ｎｏ．１中継端子盤

自家発引込／予備

整流器盤

蓄電池盤

Ｎｏ．２中継端子盤

Ｎｏ．３中継端子盤

（ＬＣ－１）

（ＴＲ－２）

（ＴＲ－１）

（ＴＲ－４）

（ＴＲ－３）

（ＨＣ－７）

（ＨＣ－６Ａ／６Ｂ）

（ＨＣ－５Ａ／５Ｂ）

（ＨＣ－４）

（ＨＣ－３）

（ＨＣ－２）

（ＨＣ－１）

（ＢＴ－１）

（ＤＣ－１）

（ＩＮＶ）

（ＴＢ－１）

（ＴＢ－２）

（ＴＢ－３）

Ｎｏ．１高圧中継盤（ＴＢ－４）

（ＴＲ－２）（ＴＲ－１）

（ＴＲ－４）（ＴＲ－３）（ＨＣ－７）（ＨＣ－６）

（ＨＣ－５）

（ＨＣ－４）

（ＨＣ－３）

（ＨＣ－２）

（ＨＣ－１）

（ＴＢ－１）

（ＴＢ－２）

（ＴＢ－３）

（ＴＢ－４）

3P
100AF
15AT

3P
100AF
15AT

3P
100AF
30AT

3P
100AF
15AT

3P
100AF
30AT

3P
100AF
30AT

3P
100AF
50AT

3P
100AF
30AT

100AF
50AT

100AF
100AT

30kVA

3P
225AF
225AT

3P
100AF
100AT

3P
100AF
100AT

3P
225AF
225AT

49

MCCB

3P
225AF
225AT

3P
225AF
225AT

3P
225AF
225AT

3P
100AF
100AT

3P
100AF
30AT

１Ｐ１Ｔ×３
７．２ｋＶ　６００Ａ
ＤＳ　８９

６．６ｋＶ　ＣＶＴ６０ｓｑ　－　１本（北電工事）

６６００Ｖ／１１０Ｖ

ＴＴ

ＶＴｘ２

ＥＦ

１００ＶＡ

２５００Ａ
８．４ＫＶ
ＬＡ

１Ｐ１Ｔ×３
７．２ｋＶ　６００Ａ
ＤＳ　８９

２５００Ａ
８．４ＫＶ
ＬＡ

3P
100AF
50AT

MCCB

3P
100AF
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保  安  規  程 
 

 

 

 

 

設 置 者 名 札幌市 事業場名 大通バスセンター 

設 置 場 所 

 

札幌市中央区 

南１条東 2丁目 

 

TEL 011-210-7567 

業 種 地方公共施設 

主 任 技 術 者 

 

資 格   （第 種電気主任技術者） 

会 社 名   （業務受託者） 

氏 名   （業務受託者社員） 

執務形態   常駐 

 

受 電 電 圧 ・ 電 力 

 

受電 6.6 kV   259 kW(業務用)    259 kW(予備)           

              150 kW (融雪)        

供給変電所   常用 札幌中央変電所 

(予備) 薄野変電所 

 

電 用 遮 断 器 

 

種類 CB 形 

(業務) 電圧 7.2kV   電流 600A    遮断電流 12.5kA 

(予備) 電圧 7.2kV   電流 600A    遮断電流 12.5kA 

(融雪) 電圧 7.2kV   電流 300A    遮断電流 12.5kA  

 

 



第 1 章  総  則 

［目  的］ 

第１条 大通バスセンター（以下「当事業場」という。）における電気工作物の工事、維持及び運用

の保安を確保するため、電気事業法第４２条第１項の規定に基づき、この規程を定める。 

 

［法令及び規程の遵守］ 

第２条 当事業場の設置者（札幌市）及び当事業場の自家用電気工作物保安管理業務の受託者

（以下「受託者」という。）は電気関係法令及びこの規程を遵守するものとする。 

 

［細則の制定］ 

第３条 この規程を実施するため必要と認められる場合には、別に細則を制定するものとする。 

 

［規程等の改正］ 

第４条 この規程の改正又は前条に定める細則の制定又は改正に当たっては、主任技術者の意見

を求め、これを定めるものとする。 

 

第２章 保安業務の運営管理体制 

［保安業務の監督］ 

第５条 電気工作物の工事、維持及び運用に関する保安業務の執行は業務執行課担当課長が総

括管理し、主任技術者は別紙 組織図のとおりに配置してその監督にあたらせるものとする。 

 

［管理契約］ 

第６条 当事業場の電気工作物の工事、維持及び運用に関する業務の実施は、設置者と受託者と

の間の契約によるものとする。 

２ 前項の契約には、次の各号について定めておくものとする。 

 一 管理する対象物件に関すること。 

 二 契約の有効期限に関すること。 

 三 電気主任技術者の選任に関すること。 

 四 電気主任技術者の職務に関すること。 

 五 電気主任技術者の執務に関すること。 

 六 電気工作物の保安のための巡視点検等に関すること。 

 七 設置者と受託者との連絡、報告及び調整に関すること。 

 八 その他電気工作物の保安に関し必要なこと。 

 

［電気主任技術者の職務］ 

第７条 主任技術者の保安監督の職務は、次の事項について行うものとする。 

一 電気工作物に係る保安教育に関すること。 

二 電気工作物の工事に関すること。 

三 電気工作物の運転操作に関すること。 

四 電気工作物の災害対策に関すること。 



五 保安業務の記録に関すること 

六 保安用器材及び書類の整備に関すること。 

２ 主任技術者は、電気工作物の工事、維持及び運用に関する保安の監督の職務を誠実に行わな

ければならない。 

 

［設置者の義務］ 

第８条 電気工作物に係る保安上重要な事項を決定又は実施しようとするときは、主任技術者の意

見を求めるものとする。 

２ 主任技術者の電気工作物に係る保安に関する意見を尊重するものとする。 

３ 法令に基づいて所管官庁に提出する書類の内容が電気工作物に係る保安に関係のある場合

には、主任技術者の意見を求めてこれを立案し、決定するものとする。 

４ 所管官庁が法令に基づいて行う検査には、主任技術者を立ち合わせるものとする。 

 

［従事者の義務］ 

第９条 電気工作物の工事、維持又は運用に従事する者は主任技術者がその保安のためにする

指示に従わなければならない。 

 

［主任技術者不在時の措置］ 

第 10 条 主任技術者が病気その他やむを得ない事情により不在となる場合に、その業務の代行を

行う者（以下｢代務者｣という。）をあらかじめ指名しておくものとする。 

２ 代行者は、主任技術者の不在時には主任技術者に指示された職務を誠実に行わなければなら

ない。 

 

［主任技術者の解任］ 

第 11 条 主任技術者が次の各号の一に該当するときは、解任することができるものとする。 

一 主任技術者が病気による欠勤等の理由により、その職務を行うのに不適当と認められたと         

き 

二 主任技術者が法令又はこの規程の定めるところに違反し、又は怠って保安の確保上不適当

と認められたとき 

 

第３章 保安教育 

［保安教育］ 

第 12 条 電気工作物の工事、維持又は運用に従事するものに対し、事業所の実態に即した必要な

知識及び技能の教育を行うものとする。 

 

［保安に関する訓練］ 

第 13 条 電気工作物の工事、維持又は運用に従事する者に対し、災害その他電気事故が発生し

た時の措置について必要に応じ実地指導訓練を行うものとする。 

 

 



第４章 工事の計画及び実施 

［工事計画］ 

第 14 条 電気工作物の工事計画を立案するに当たっては、主任技術者の意見を求めるものとす

る。 

２ 主任技術者は電気工作物の安全な運用を確保するため、電気工作物の主要な修繕工事及び

改良工事（以下｢保修工事｣という。）の計画を立案し設置者の承諾を求めなければならない。 

 

［工事の実施］ 

第 15 条 電気工作物に関する工事の実施に当たっては、主任技術者の監督のもとにこれを実施す

るものとする。 

２ 電気工作物に関する工事を他の者に請負わせる場合には常に責任の所在を明確にし、完成し

た場合には設置者及び主任技術者においてこれを検査し保安上支障ないことを確認して引取る

ものとする。 

 

第５章 保  守 

［巡視、点検、測定］ 

第 16 条 電気工作物の保安のための巡視、点検及び測定は別に定める巡視点検測定基準に従い、

主任技術者において設置者の承諾を経て計画的に実施しなければならない。 

第 17 条 巡視、点検又は測定の結果、法令に定める技術基準に適合しない事項が判明したときに

は、当該電気工作物を修理し、改造し、移設し、又はその使用を一時停止し、若しくは制限する等

の措置を講じ常に技術基準に適合するよう維持するものとする。 

 

［事故の再発防止］ 

第 18 条 電気工作物に関する事故その他異常が発生した場合には、電気主任技術者の意見に基

づき、必要に応じ臨時に精密検査等を行いその原因を究明し、再発防止に遺漏のないよう措置

するものとする。 

 

第６章 運転又は操作 

［運転又は操作等］ 

第 19 条 主任技術者は、平常時及び事故その他異常時における遮断器、開閉器、その他の機器

の操作の順序、方法について定めておかなければならない。 

２ 前項の操作の順序及び方法については、受電室その他必要な機器の設置箇所において見や

すい場所に掲示しておかなければならない。 

３ 主任技術者若しくは代務者又は従事者は、事故その他異常が発生した場合には、あらかじめ定

められた連絡体制に従い、所定の関係先に迅速に報告若しくは連絡し、又は指示を受け適切な

応急処置をとらなければならない。 

４ 前項の連絡体制図若しくは報告すべき事項は受電室その他見やすい場所に掲示しておかなけ

ればならない。 

５ 区分開閉器及び受電用遮断器の操作にあたっては、必要に応じて電気事業者と連絡するもの

とする。 



 

第７章 災害対策 

［防災体制］ 

第 20 条 非常災害時その他の災害にそなえて、電気工作物の保安を確保するために適切な措置

をとることのできるような体制を整備しておくものとする。 

第 21 条 非常災害時において電気工作物に関する保安を確保するための指揮監督は主任技術者

が行うものとする。 

２ 主任技術者は災害等の発生に伴い危険と認められる場合は、ただちに当該範囲の電源を停止

することができるものとする。 

 

第８章 記 録 

［記録の保存期間］ 

第 22 条 電気工作物の工事、維持及び運用に関する記録の保存期間は次のとおりとする。 

一 電気事故に係る記録       永年 

二 年次及び精密点検記録     永年 

三 日常及び月次点検記録     ３年 

２ 主要電気機器の補修記録は設備台帳等に記録し、保存するものとする。 

３ 電気工作物の工事、維持及び運用の保安を確保するため、前項 1 及び 2 の記録は設置者又は

事業場に保存し、記録の継続性をもたせるものとする。 

 

第９章 責任の分界 

［責任の分界点］ 

第 23 条 電気事業者との保安上の責任分界点は、電気需給契約書に基づく責任分界点とする。 

 

［需要設備の構内］ 

第 24 条 当事業場の需要設備の単線結線図は別図のとおりとする。 

 

第１０章 雑則 

［危険の表示］ 

第25条 主任技術者は、受電室その他高圧電気工作物が設置されている場所等であって、危険の

おそれのあるところには、人の注意を喚起するよう表示を設けるものとする。 

 

［測定器］ 

第 26 条 主任技術者は、電気工作物の保安上必要とする測定器具類については整備し、これを適

正に保管しなければならない。 

 

［設計図書類の整備］ 

第 27 条 電気工作物の新増設、改造等が行われた場合における設計図、仕様書及び取扱説明書

等については必要な期間保存しなければならない。 

 



［手続書類等の整備］ 

第28条 関係官庁、電気事業者等に提出した書類及び図面、その他主要文書についてはその写し

を必要な期間保存しなければならない。 

 

附 則 

この規程は、令和 6 年 4 月 1 日より施行する。 



大通バスセンター電気保安業務組織図 

 

 

 

 

 

 

統括管理者 

（業務施行課） 

（担当課長） 

 

 

（業務施行課） 

（担当係長） 

 

連絡責任者 

（業務施行課） 

（担当職員）  

電気主任技術者 

（業務受託者） 

（業務受託者社員） 

代務者 

（業務受託者） 

（業務受託者社員） 

 

職制上の連絡系統 

保安上の連絡系統 



自家用電気工作物設備一覧

受電設備

常用引込盤 WH,VCT,ZCT,DS,VT,LA 1 面

常用受電盤 VCB,CT,VT 1 面

予備引込盤 WH,VCT,ZCT,DS,VT,LA 1 面

予備受電盤 VCB,CT,VT 1 面

自家発引込盤 VCB 1 面

予備引込盤 VT 1 面
No.1動力変圧器一次盤 VCS,CT 1 面
No.2動力変圧器一次盤 VCS,CT 1 面

ｺﾝﾃﾞﾝｻ盤 VCS,CT,SR,SC 1 面

No.1動力変圧器盤 ZCT,NFM,TR-1(ﾓｰﾙﾄﾞ3φ4W300kVA) 1 面

No.2動力変圧器盤 ZCT,NFM,MCCB,TR-2(ﾓｰﾙﾄﾞ3φ4W300kVA) 1 面

No.1電灯変圧器盤 LBS,ZCT,NFM,TR-3(ﾓｰﾙﾄﾞ1φ3W100kVA) 1 面

No.2電灯変圧器盤 LBS,ZCT,NFM,MCCB,TR-4(ﾓｰﾙﾄﾞ1φ3W100kVA) 1 面

No.1高圧中継端子盤 TB 1 面

RH引込盤 WH,DS 1 面

RH受電盤 VCB,VT,CT 1 面

RH変圧器盤 LBS,MCCB,TR-H(ﾓｰﾙﾄﾞ3φ4W200kVA),51G 1 面

配電設備

No.1低圧盤 ZCT,MCCB(8回路＋予備4回路),CT,VT,51G 1 面

No.2低圧盤 ZCT,MCCB(8回路＋予備2回路),CT,VT,51G 1 面

No.3低圧盤 ZCT,MCCB(13回路＋予備3回路),CT,51G 1 面

No.4低圧盤 ZCT,MCCB(8回路＋予備2回路),CT,51G 1 面

RH制御電源端子盤 TB 1 面

No.1中継端子盤 TB(21回路) 1 面

No.2中継端子盤 TB(9回路) 1 面

No.3中継端子盤 TB(9回路) 1 面

接地設備 接地端子盤 端子盤（屋内壁掛形）　A・B・D種・試験用端子 1 1 1 面

蓄電池設備

交流無停電電源盤 INV3kVA 1 面

蓄電池盤 BTｱﾙｶﾘ100Ah,54ｾﾙ 1 面

整流器盤 DC 1 面

非常用予備発電装置

No.1自家発電機盤 1 面

No.2自家発電機盤 1 面

自家発補機盤 MCCB 1 面

自家発補機変圧機盤 TR-G(ﾓｰﾙﾄﾞ3φ4W10kVA) 1 面

自家発補機蓄電池盤 BTｱﾙｶﾘ120Ah,20ｾﾙ 1 面

三菱電機,1974年製,型式:CFC,ﾌﾞﾗｼﾚｽ交流発電機

3相,250kVA,6600V,4極,回転数:1500/min

交流励磁方式,励磁装置型式SAS,10kVA

ﾔﾝﾏｰﾃﾞｨｰｾﾞﾙ,1975年製,型式:6KFL-DT

水冷6気筒ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ,300kW

回転数:1500/min,始動:電気式

燃料槽 特A重油390ℓ

WH,DS,VCB,ZCT,CT

配電盤

電気
室

ＲＨ
電気
室

1 式

内燃機

自家
発電
機室

単位

高圧盤

低圧盤

自家発電
装置

発電機

施設・機器等 仕　　　　様

数量



№ 周　期 点検項目 № 周　期 点検項目 № 周　期 点検項目

　ケーブル １ １カ月 　ヘッド、接続箱、分岐箱 １ １年 　ケーブル腐食、きれつ、 １ １年 　絶縁抵抗測定

　など接続部の過熱、損傷、 　損傷

　腐食及びコンパウンド油

　漏れ、布設部の無断掘さ

　く、標識他物との隔離距

　離

　断　路　器 １ １カ月 　受と刃の接触、過熱、変 １ １年 　受と刃の接触、過熱、変 １ １年 　絶縁抵抗測定

　色、ゆるみ 　色、ゆるみ、損傷

２ １カ月 　汚損、異物付着 ２ １年 　操作機構の動作状態

　遮　断　器 １ １カ月 　外観点検、汚損、きれつ、 １ １年 　各部の損傷、腐食、過熱、 １ １年 　絶縁抵抗測定

　避　雷　器 　過熱、発錆損傷 　発錆、変形、ゆるみ ２ １年 　接地抵抗測定

２ １カ月 　指示、点灯 ２ １年 　操作具合、機構点検 ３ １年 　必要により動作特性

３ １年 　付属装置の状態 　しゃ断速度測定

４ １年 　接地線接続部点検 　開極投入時間最小動作

　電圧及び電流

　母　線 １ １カ月 　母線のたるみ、過熱、腐 １ １年 　母線の高さ、たるみ、他 １ １年 　絶縁抵抗測定

　食、損傷 　物との離隔距離、腐食、

２ １カ月 　支持がいし等の腐食、損傷 　損傷、過熱

２ １年 　接続部分、クランプ類の

　腐食、損傷、過熱、

　ゆるみ

３ １年 　がいし類、支持物の腐食、

　変形、ゆるみ

　変　圧　器 １ 1カ月 　本体の外部点検、汚損、 １ １年 　各部の損傷、腐食、発熱、 １ １年 　絶縁抵抗測定

　振動、音響、温度 　ゆるみ、汚損 ２ １年 　接地抵抗測定

２ １年 　接地線接続部点検

受
　
　
電
　
　
設
　
　
備

別紙　巡視・点検・測定基準

　　　　　　　項　　目 日常点検（日中） 定期点検（夜間） 測　　　　　　定

　対　　象



№ 周　期 点検項目 № 周　期 点検項目 № 周　期 点検項目

　計　器　用 １ 1週間 　外部の損傷、腐食、発錆 １ １年 　各部の損傷、腐食、接触、 １ １年 　絶縁抵抗測定

　変　成　器 　変形、汚損、 　発錆、ゆるみ、変形、 ２ １年 　接地抵抗測定

　温度、音響、ヒューズの 　きれつ、汚損

　異常 　ヒューズの異常

２ １年 　接地線接続部点検

　配　電　盤 １ １カ月 　計器の異常、表示灯の １ １年 　裏面配線のじんあい、 １ １年 　絶縁抵抗測定

　異状 　汚損、損傷、過熱、 ２ １年 　接地抵抗測定

２ １カ月 　操作、切替開閉器などの 　ゆるみ、断線 ３ １年 　保護維電器動作試験

　異状 ２ １年 　接地線接続部点検 ４ １年 　シーケンス試験

　電　力　用 １ １カ月 　本体外部点検、漏油、 １ １年 　各部の損傷、腐食 １ １年 　絶縁抵抗測定

　コンデンサ 　汚損、音響、振動 ２ １年 　接地線接続部点検

　断　路　器
　遮　断　器 　受電設備に準ずる 　受電設備に準ずる 　受電設備に準ずる

　開閉器類
　配　電　盤
　計器用変成器

　蓄　電　池 １ 1週間 　液面、沈殿物、色相、 １ １年 　木台、がいしの腐食、 １ １年 　各電池の電圧測定

　極板湾曲、隔離板、端子、 6カ月 　損傷、耐酸塗料のはくり

　ゆるみ、損傷 ２ １年 　床面の腐食損傷

２ 1週間 　出力電圧

　充電装置 １ 1週間 　異音、異臭、過熱、汚損、 １ １年 　異音、異臭、過熱、汚損、 １ １年 　絶縁抵抗測定

　損傷、腐食 　損傷、腐食

２ 1週間 　充電電圧、電流 ２ １年 　充電装置の動作状況

３ １年 　接地線接続部点検

（交流無停電電
源設備（UPS)含

定期点検（夜間） 測　　　　　　定

　対　　象

受
　
　
電
　
　
設
　
　
備

配
電
設
備

蓄
電
池
設
備

　　　　　　　項　　目 日常点検（日中）



№ 周　期 点検項目 № 周　期 点検項目 № 周　期 点検項目

　原動機関係 １ １カ月 　異音、異臭、過熱、汚損、 １ １年 　異音、異臭、過熱、汚損、

　損傷、腐食、振動 6カ月 　損傷、腐食、振動

２ １カ月 　燃料系統からの漏油およ ２ １年 　燃料系統からの漏油およ

　び貯留 6カ月 　び貯留

３ １カ月 　機関の始動停止 ３ １年 　機関の始動停止

　回転、電圧状況 ４ １年 　機関主要部分の分解点検

　発電機関係 １ 1週間 　異音、異臭、過熱、汚損、 １ １年 　異音、異臭、過熱、汚損、 １ １年 　絶縁抵抗測定

　損傷、腐食、振動 6カ月 　損傷、腐食、振動 　接地抵抗測定

２ １年 　回転、電圧状況

３ １年 　接地線接続部点検

４ １年 　実負荷試験

　遮断器 　受電設備に準ずる 　受電設備に準ずる 　受電設備に準ずる

　開閉器 ただし、制御盤類及び補機

　配電盤 付属装置類は6カ月点検を

追加する。

※　６カ月点検は日中作業とする。

日常点検（日中） 定期点検（夜間） 測　　　　　　定

　対　　象

非
常
用
予
備
発
電
装
置

　　　　　　　項　　目

（排気装置、排
気管、バルブ含



区　　　分 項　　　　　目 単　位

（計） （計） （計）

部
位

（RH制御
電源）

面
数
量 14 14 3 3 2 2

10回路まで
数
量 10 10 1 1 4 4

11回路以上
数
量 2 2

面
数
量

部
位

数
量

部
位 （北電） （自家発） （CET38）

数
量 2 1 2 5 1 1 1 1

部
位

幅：８００未満
数
量 15.0 15.0

幅：８００以上
数
量 23.2 23.2 14.6 61.0

部
位

数
量 4 4 3 3 2 2

部
位

数
量 4 4 1 1 1 1

数
量

数
量

数
量

No１

電気室
RH
電気室

自家発電機室

油入

500kＶＡ以下

台

500kＶＡ超

変圧器

乾式、モールド

500kＶＡ以下（モールド）

台

500kＶＡ超（モールド）

系統

系統

低圧ケーブ
ル

m

接地抵抗測定
接地極

分　　類　　等 数量

高圧ケーブル

電気室、配電盤等

配電盤（開放形を除く）

高圧配電盤

低圧配電盤

日常・定期点検（対象機器）

面

低圧コンデンサ盤

外部配線
バスダクト



区　　　分 項　　　　　目 単　位

（計） （計） （計）

部
位

真空遮断器 台
数
量 2 1 3 1 1 1 1

部
位

数
量 2 2 4 1 1 1 1

2 2 54 1 1 1

20 12 90 4 4 10 2 4 7

部
位

数
量 2 2

部
位

真空開閉器
台

数
量 3 3

閉鎖型気中開閉器
台

数
量

開放型気中開閉器
（ＬＢＳ） 台

数
量 2 2 1 1

部
位

数
量

電気室
RH
電気室

自家発電機室

日常・定期点検（対象機器）

No２

交流遮断器

高圧カットアウト（なし） 台

避雷器 台

高圧負荷開閉器

断路器 手動断路器、動力断
路器

組

計器用変成器 組

分　　類　　等 数量

数
量



区　　　分 項　　　　　目 単　位

（計） （計） （計）

部
位

数
量

部
位 (高調波)

高圧進相コンデンサ 台
数
量 1 1

直列リアクトル 台
数
量 1 1

部
位

台
数
量

台
数
量 62 62 6 6 5 5

個
数
量 37 37 11 11 15 15

個
数
量 28 28 3 3

電気室
RH
電気室

自家発電機室

数量

日常・定期点検（対象機器）

No３

保護継電器 整定タップレバー

電圧リレー、比率リレー

高圧電磁接触器（なし） 高圧真空電磁接触器

分　　類　　等

台

力率改善装置

高圧

低圧

指示計器、表示操作、保
護継電器

指示計器、表示操作類



単位 数量

単機容量
　　　　　　　　　3　kVA

組 1

 □鉛蓄電池☑ｱﾙｶﾘ蓄電池

組 1

セル 54

日常・定期点検（対象機器）

No４

☑     単機ｼｽﾃﾑ□２台並列ｼｽﾃﾑ□３台並列ｼｽﾃﾑ□４台並列ｼｽﾃﾑ□５台並列ｼｽﾃﾑ

整流装置 ☑  １００V系□２００V系 容量
　100　Ah　×　54　セル

蓄電池   □ﾍﾞﾝﾄ形鉛蓄電池□ｼｰﾙ形鉛蓄電池☑ｱﾙｶﾘ蓄電池

区　　　分 項　　　　　目 分　　類　　等

交流無停電電源設備



 □鉛蓄電池☑ｱﾙｶﾘ蓄電池

組 1

セル 20

シリンダー数
□４
☑６
□８
□１２
□１６

日常・定期点検（対象機器）

No５

整流装置

☑  １００V系□２００V系 容量
　　　120　Ah
×　20　セル

蓄電池

  □ﾍﾞﾝﾄ形鉛蓄電池□ｼｰﾙ形鉛蓄電池☑ｱﾙｶﾘ蓄電池

☑高圧交流遮断器

□ガスタービン

 パッケージ形

結合方式
□１機１軸
□１機２軸
□１機３軸

区　　　分 項　　　　　目 分　　類　　等

☑ディーゼル発電装置
□ガスエンジン発電装置

   □低圧、簡易、ラジエータ式□低圧､ 簡易､ 水冷式☑高圧､ 水冷式

   容量　　　　　　　250　　kVA



区　　　分 分　　類　　等 単　位

（計） （計） （計）

部
位

組
数
量 1 1

面
数
量 6 6

面
数
量

組
数
量

組
数
量 1 1

蓄電池 組
数
量 1 1

組
数
量

台
数
量 1 1

台
数
量 1 1

台
数
量 1 1

台
数
量 1 1

組
数
量 1 1

個
数
量 10 10

台
数
量 （無負荷試験月1回） 1 1

項　　　　　目 数量

日常・定期点検（対象機器）

No６

電気室
RH
電気室

自家発電機室

自家発電設備

自家発電装置

配電盤

補器付属装置 始動用蓄電池装置 整流装置

始動用空気圧縮装置

燃料タンク

冷却水タンク

ラジエータ

換気装置

排気管

バルブ

試運転


